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1は じ め に
ドイツ税法は,原 則上,企 業の法律形態を基礎 として適用され る。 したがって,合 併 された企
業がその法律上の独立性を放棄しない限 り,当 該企業 の課税は資本会社お よび個人企業に対す る
通常の規定にしたが ってお こなわれることになる。 しかし,合 併 された企業がそれぞれ法的 には
独立してい る場合であ って も,そ こに経済的な意味 での一体性が認められ る場合につ いては,後
述す るごとく,別 の問題 が生 じて くる。
ドイツでは,今 目までなお,「コソツェル ン税法」(Konzernsteuerrecht)とい った ものは 存 在 し
ていない。法的に独立 した コン ツェルン構成員が経済的には一一PFとな って一r)の企業集団を形成
している場合に,そ れ を税法上 も一体の もの(つ まり納税主体)と して取 り扱 うよ うな,コ ン ツェ
ルン税法 とい ったものは存在していないのである。
しかし,ド イツ税法は,一 定の 前提の下 で,一 つの コンツェル ンに統合 された企業群を 「経済
的には一体の もの」(wirtschaftlicheEinheit)とみなし,そ してそ うす ることに よって,コ ン ツ ェ
ルンを構成する各企業 の法律上の独立性を維持した ままで,合 併に よって一体化した企業に与え
られ るのと同じ税務上 の恩典を,コ ンツ ェルンに も認め ようとしているのであ る。 このことを合
ω
理化す るために用 られ る論理が,「器官会社関係」(Organschaft)または 「器官会社制」 である。
ここでは,ド イツにおける コンツェル ン課税問題 を考察す る際の中心的概念ともいえる,こ の
器官会社関係 または器官会社制 の内容 と意義が明 らかに されている。
‖ コンツェルン課税に関する問題領域
1986年1月1日 付 を もって施行 され た,ド イ ツ新 商法 典 第290条第1項 は次 の よ うに 規 定 して
い る。
『国 内に 住所 を有 す る資 本会 社(親 企業)の 統一 的 指 揮 に服す る企業 が コン ツ ェル ン 内に存 在 し
て お り,か つ この統 一 的 指揮 に 服す る1個 又は 複 数 個 の企業(子 企業)に 対 す る第271条第1項
に よ る資 本 参 加 が親 企業 に 属 して い る と きは,親 企 業 の法 定代 表 者は コ ン ツ ェル ン の営業 年 度
{1)W6he,Gttnter,UberblicktiberdieKonzernbesteuerung.In:HandbuchderKonzernrechnungsle.
gung,KommentarzurBilanzierungundPrttfung,Herausgeber:Kar!heinzKtttingu.Claus-Peter
Weber,Stuttgart,1989,S.191。
2r明 大商学論叢』第73巻第3・4号(1991年2月)(172)
の最初の5ケ 月内に コンツェル ンの前営業年度に関す る コンツェルン決算書及び コンツェル ソ
状況報告を作成しなければならない 。』
さらに,商 法典第290条第2項 は次のよ うに規定してい る。
r国内に住所を有す る資本会社(親 企業)が,あ る企業(子 企業)に 関 し,
1.社員の議決権 の過 半数を有す るか,
2.管理機関,業 務執行機 関又は監査機関の構成員の過半数を選任又は解任す る権利を有し,
かつ同時 に社員であるか,又 は
3.この企業 と締結 された支配契約に基づき,若 し くは この企業 の定款規定 に基 づ き,支 配
的影響を及ぼす権利を有す るときは,
常 に コン ツェル ン決算書及び コンツェル ン状況報告書の作成が義務づけられ る。』
この ように,商 法典 においては,コ ン ツェルソが存在す るための条件 として,親 企 業 に よ る
「統一的指揮」(einheitlicheLeitung)の実質的行使 があげ られている。 さらに,こ の統一的指揮の
基本的な メル クマール として,持 分 の過 半数の所有,親 企業 と子企業の問の経営管理者等 の人的
交流な らびに 「企業契約」(Unternehmensvertrtige)'(「利益移転契約」(Gewinnabfahrungsvertrag),「経
営施設貸借契約」(Betriebspachtvertra9)等々)の 存在,そ して,す べての場合において,「支配的影
{2)響
」(beherrschenderEinfiuB)の持続があげ られ ている。
こ うした関係の下では,一 方の コン ツェルン企業に投下 され てい る財産であっても,そ れが他
方の コンツェル ン企業 で資本参加 とし表示 され ている場合 には,財 産税 と営業資本税に よる二重
の課税がなされ ることになる。 さらにまた,一 方の コンツェルン企業の獲得した利益お よび営業
取益 が他方 のコンツェルン企業に資本参加収益 として引 き渡 される場合に も,法 人税 と営業収益
税に よる二重の課税がなされ ることになる。
こ うした二重の,場 合に よってはそれ以上の課税をいかにして回避す るか とい うことが,コ ン
ツェルン課税 に関す る第一の問題 とな る。そして,さ らに,第 二の問題 として,国 際的な コソツ
ェル ンに対 す る課税 とい う問題 が生 じて くる。
ドイツ企業 と外国企業か ら構成 され る国際的 コンツェルンに対す る課税については,次 の よう
な問題領域が存在 している。
(1)国内企業が外 国企業(子 企業)へ の資本参加あるいは外国にあ る事業所に よ って取益 を獲
得 した場合,そ こに 「国際的な二重課税」(internationaleDoppelbesteuerung)とい う問題 が生
じる。
こうした場合の コソ ツェルンの課税は,主 として,次 のことによって影響され る。
(a)「外国にあ る基本単位」(ausl5nd三scheGrundeinheit)が法的に独立 した ものであ るかど うか
とい うこと。つ ま り,それが資本会社 とい う独立の法形態での企業であ るか,あ るいは法
的に独立 していない事業所 または支店であ るか ど うか とい うこと。
②GerhardBrackert,Hans・JoachimFrtih,RロdigerReinkeu.KlausRocke1,DerKonzernabschluG,
Wiesbaden,1987令S13-14.
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(b)ドイツ連邦共和国 と他国と の 間 に 「二重課税排除協定」(Doppelbesteuerungsabkomrnen)が
締結 され てい るか どうか とい うこと。そ して
(e)その ような協定 が締結 され ていない 場 合 に,一 国の 「片務措置」(tinitateraleMaBnahmen)
に よって二重課税 が回避 もし くは緩和 され るか ど うか とい う こ と(例えば,外国で得た所得
については国内での課税を免除するとか,あ るいは外国で支払った税金については,これを国内で支
{3}
払 う税債務に加算するといった措置)。
{2)「国際的な税率格差」(internati・naleSteuergefalle)の結果 として,さ らに,税 務上の問題 が
生 じる。例えば,二 重課税排除協定 に より,外 国で得 た所得 であ って,そ れがその国の低い
税率で課税 された場合には,そ の税率は国内のよ り高い税率 の水準にまで引き上げ られ るこ
とはない とい うことが保証 され てい るとすれば,税 率の最 も低 い 国(通 常,こ うした国はタッ
クス ・ヘィヴンと呼ぼれている)が,子 企業または事業所の置かれ る場所 として選択 される。
(3)そしても う一つの問題領域は 「租税政策上の措置」(steuerp。litischeMaBnahmen)に関す る
ものであ る。つ ま り,租 税政策が,
㈲例えば,外 国投資法を通じて,外 国への投資を促進 させ ようとしてい るのか,あ るいは,
(b)税法上の規制に よって,国 際的な税率格差か ら生じる利益 を削減 させ よ うとしているか ど
ωう
かに関わる問題が生じるのである
皿 器官会社関係とコンツェルン課税
1.器 官会 社 関 係概 念 とそ の役 割
「器 官会 社 関係」(Organschaft)は売 上 税 法(第2条 第2項 第2号),営 業税 法(第2条 第2項 第2文)
{5}
お よび 法 人税 法(第14条乃至第19条)に おい て法 典 化 され た 「法 制 度」(Rechtsinstitut)であ る。
税 法 は この 器官 会 社 関係 とい う法制 度 を 用 いて,特 定 の種 類 の租 税 につ い て,コ ン ツ ェル ンを
形成 し てい る複 数 の法 的 に 独立 した 企業 に対 して,「 あた か もだだ 一 つ の企 業 で あ るか の ご と く
に 課税 す る」(wieeineinzigesUnternehmenzubesteuern)のであ る。 そ こ で は,「 器 官会 社 」
(Organgesllschaft)の利益 は 支 配企 業 す なわ ち 「器 官 の担 手」(Organtrager)(これが,通 常,「コンッェ
(6}
ルンの頂上企業」(K・nzernspitze)となる)の 人格において課税 され,そ して器官会社 の損失は 器官
c7)
の担手た る支配企業 の所得を減少 させ るこ とになるのである。
法人税法第14条第1文 は器官会社関係 を次の ように規定 している。
r国内に営業の指揮及び住所 を有す る株式会社又は株式 合 資 会 社 儲 官会社)が,株 式法第291
(3)Biergans,Enno,EinkomrnensteuerundSteuerbilanz,4、Aufl.,M己nchen,1988,S.35.前者 は 免
除 方 式(Freistellungsmethode),後者 は 合 算 方 式(Anrechnungsverfahren)と呼 ば れ て い る 。 こ の 合 算
方 式 は ア ン グ ロ ・サ ク ソ ン の 国 に お い て 普 及 し て い る一 方,ド イ ツ で は,ど ち ら か と い え ば,免 除 方 式
が 採 用 さ れ て い る。
{4)W6he,Gitnter,UberblickttberdieKonzernbesteuerung,a.a.O.,S.192.
{5}Ebd.,S.192-193,
(6}VolkerEmmerichu.JtirgenSonnenschein,Konzernrecht,Monchen,1989,S.32.
(7)W6he,Gtinter,UberblickttberdieKon2embesteuerung,a.a.().,S.193.
4 r明大商学論叢』第73巻第3・4号(1991年2月) (174)
条第1項にいう利益移転契約により,その利益をすべて国内で営業を営む他企業に移転するこ
とを義務づけられているときは,器官会社の所得は,第16条に別段の定めがない限 り,企業の
担手(器官の担手)に帰算されなければならない。』さらにまた,法人税法第17条は,
(1)文書形式での契約が締結されていること,
(2)契約締結に関して,社員の4分 の3以上の多数がそれに賛成していること,そして
㈲ 準備金の取崩しによる利益の移転は除外 されていること,
とい う前提の下で,法人税法第14条第1文の規定の適用を他の資本会社(例えば,有限会社)にも
{8}拡大
している。
こ うした 「器官会社制度」(Organschaft)によって,利 益 に対す る法人税 の 課 税 と営 業収益に
対す る営業税 の課税 とい う二重の課税が回避 され,法 的に独立した企業から構成されているコン
ツェル ン内部におけ る売上高に対す る売上高の課税 も回避 され,さ らに,親 企業 と子企 業 との聞
(9)
の 「損 益 の相 殺」(Gewinn-undVerlustausgleich)も可 能 とな るの で あ る。
2.器官会社関係と企業形態'
ところで,子 企業が 「人的商事会社」(Personenhandelsgesellschaft)であ る と きは,こ の子企業
はその損失を,利 益 と同様に,社 員 に帰属 させる ことができる。 ここでは,損 失を親企業 もし く
は他の コソツェル ン企業の利益を もって補填す ることがいわば 自動的にお こなわれ るので,器 官
会社 関係の利用は必要 とされない。
これに対 して,子 企業が 「資本会社」(Kapitalgesellschaft)である ときは,こ の資本会社 は,器
官会社関係を利用しない とすれ ば,そ の損失をただ繰越 した り繰戻した りす る ことができ るにす
o⑪
ぎない。 とい うのは法人 としての資本会社はその損失を持分所有者に 「分 配 す る」(ausschtttten)
ことはできないか らであ る。
.器 官会社 関係 とい うものを利用す ることに よってはじめて,親 企業 もし くは他のコソツ ェルン
企業 の利益 と損失 とを相殺す る可能性が与 えられ,そ して このことに よ って,「流動性の改善」
(LiquiditatsvorteiDカミはかられ,ま た現在における支払税額が減少す ることの結果 として,「収益
仰
性 の改 善」(Rentabilitatsv・rteil)がは か られ るの であ る。
3.器官会社制 と加算成果の課税
商法典第297条第2項 に よれば,コ ソ ツェルン決算書は,正 規 の簿記の諸原則を遵守 した うえ
⑧KδrperschaftsteUer,Handausgabe198g,BearbeitetvonEdwaldD6tschu.HansSingbartl,Bonn,
1990,S.182;S.202-205.
⑨W6he,Gfinter,Uberb1三ck6berdieKonzernbesteuerung,a.a.0.,S193.
ao)所 得 税 法 第10d条に よ り,損 失 は,1,000万'ドイ ツ ・vル クを 限 度 と し て,2年 間 に わ た っ て,遡 っ て
繰 戻 さな け れ ば な ら ず,こ の 限 度 額 を 超 え る 損 失 に つ い て は,5年 間 に わ た って,こ れ を 繰 越 さ な け れ
ば な ら な い 。 こ の 所 得 税 法 第10d条は,法 人 税 法 第8条 に よ り,法 人 税 に 関 し て も適 用 さ れ る。Ludwig
Schmidt,Einkommensteuergesetz,Mtinchen,1988,S.826.
肋W6he,Gttnter,UberblickttberdieKonzernbesteuerung,a.a.O.,S193-194.
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で,コ ンツ ェルンの財産状態,財 務状態お よび収益状態の実質的諸関係に合致 した写像を伝達 し
なければ ならない とされている。その際,こ の コンツェル ン決算書 に組み入れ るすべてのコンツ
ェル ン企業は,商 法典第294条第1項 に より,一 つの 「経済単位」(wirtschaftlicheEinheit)を構成
す るもの と仮定されている。 ここでは,コ ン ツェルン企業 の 「法律上の独立性」(recht!icheSelb・
stfindigkeit)は「顧慮 されない」(wirdnichtbeachtet)。したがって,コ ンツェル ン企業間で お こな
われた取引の結果 として生 じる財産,負 債,費 用お よび収益 の変動は,内 部取引に よるもの とし
て,決 算書か ら除外 され ることになる。 ここでは,コ ンツ ェルン企業 の個別決算書が 「加算され
る」(addiert)のではな くて,「連結 され る」(kons・iidiert)のであ る。すなわち,コ ンツェルン企
業 の法的独立性に基づいて加算した ときに生じるであ ろ う 「二重計上」(D・ppelzahlungen)カS,資
本連結,負 債連結,成 果連結お よび内部売上高の連結 とい った,連 結手続 きに よって,計 算か ら
92}除外 され
るのである。
ところで,今 日では支配的理論 とみなされている 「コンツェルンー体理論」(Einheitstheoriedes
K・nzerns)は,主として,1965年株式法お よび新商法典におけるコソツェルン会計に関す る規定
の基礎 とな っている。 しか し,社 員,債 権者および税務 当局 との関係においては,依 然 として,
個別決算書が基準 とされているのであ る。つ まり,そ こでは,コ ン ツェルソを構成する企業間の
内部関係を コンツェル ン決算書において除去することは,法 的な効果を何 ももたらさないとい う
ことであ る。 したがって,コ ンツェルン企業の社員の利益詰求権はその個別決算 書を基礎にして
確定 され ることになる。 このことは,従 属企業についても,ま た親企業についてもいえることで
あ る。 しかしながら,こ の ことは,例 えば,利 益分配の妥当性 とい うような個別問題 の判断に関
して,コ ソツェルン指導者が コンツェルン決算書か ら得 られ た認識 を考慮に入れ るとい うことを⑬
排除す るものではない。事実,親 企業 の個別決算書 に お け る 「貸借対照表利益」(Bilanzgewinn)
とコンツェルソ貸借対照表利益 とを同一額で表示す るとい う実務がしばしばお こなわれているの
であ る。
しかしながら,課 税に関しては,な お,個 別決算書 が基準 とされ ることの結果 と し て,「コン
ツェルン内部の利益 に対す る課税は避 け られ な い」(BesteuerungkonzerninternerGewinnenicht
es
vermiedenwerden)ので あ る。
器 官会 社制(お よび1977年1月1日以降適用 されている合算方式)は,従 属 会 社 か ら親 企 業 に 支 払
わ れ た配 当金,あ るい は 「損 益 移転 契 約」(Ergebnisabfqhrungsvertr5ge)に基 づ い て移 転 さ れ た 利
益 につ いて,法 人税 と営業 取 益税 が二 重 に 課 せ られ る こ とを 防 こ うとす る もの にす ぎ な いの であ
る。 それ は,「 連 結 され た 成果 の 課税 」(BesteuerungdeskonsolidiertenErfolgs)につ な が る もの で
⑬ こ れ ら 手 続 に つ い て は,拙 稿 「西 ドイ ツ ・コ ン ツ ェル ン 会 計 制 度 」,『明 大 商 学 論 叢 』 第72巻 第3号
(1990年1月)を 参 照 さ れ た い 。
⑬Ebd.,S.194-195.
⑭Klein,Hans・Dieter,Konzernpolitik,Heidelもerg1989,S.52-53.;BerichtderVolkswagenAG
tiberdasGesch5ftsjahr1988,なお,こ の 点 に つ い て は,拙 稿 「コ ソ ツ=ル ン 決 算 書 の 機 能1,r会 計 』
第138巻第3号(lgge年9月)を 参 照 され た い 。
⑮W6he,Gtlnter,UberblicktiberdieKon2embesteuerung,a.a.().,S。195.
6『 明大商学論叢』第73巻第3・4号(1991年2月)(176)
は な く,「加 算 され た 成果 の課 税 」(BesteuerungdesaddiertenErfolgs)につ なが るにす ぎな い ので
個
あ る。
▲ 税額計算における器官会社制と合算方式との差異
1977年の法人税法の改革の枠内で導入された 「合算方式」(Anrechnungsverfahren)は,たしか
に,法人税法上の器官会社制の意義を弱めたが,しかし,それを完全に消滅させたわけではなか
った。
法人税法上の器官会社制はコンツェルン利益に対する二重または多重の法人税賦課を回避する
ための前提となった一方,法人税法上の合算方式では,利益分配をおこなった企業によって支払
われた法人税を合算することの結果として,それを受取った企業における法人税債務については,
　二重のまたは多重
の負担 は生 じな くな る。
こうして,器 官会社制 と合算方式は,と もに,下 位の コンツェルン企業に よって下から上へ と
引 き渡 され る,「資本参加収益」(Beteiligungsertriige)に対す る二 回または数回にわた る法人税 の
賦課を回避す るとい う目標に関していえば,同 じ結果を もた らす といえ る。ただし,そ れは,異
な る道を通 じて もた らされ るのである。すなわち,器 官会社制の下では器官所得が器官の担手に
帰算 されることに よって,ま た合算 方式では分配企業によって支払われた法人税が受領企業 のと
ころで合算さ柄 ことによって,法人税の二重のまたは多重の課税が回避されるので㍊ 。
こうした合算方式のなかで器官会社制を保持しておくことの必要性は,コ ンツェルンにとって
有利な税務上の効果が,合算方式では得られないからであるといわれている。そ うした税務上の
効果としては,次のものをあげることができる。
(1)器官会社の所得を器官の担手に帰算することは,器官会社関係を有するすべてのコンツェ
ルン企業の損益を器官の担手のところで相殺することを可能にする。そのような相殺は合算
方式ではできない。 というのは,資本会社が持分所有者に分配することができるのは利益だ
けであって,損失をこれら所有者にさらに引き渡すことはできず,したがって,利益と損失
の相殺はできないからである。ここに,資本会社という法律上の企業形態の欠点がある。人
的商事会社とは違って,資本会社では,社員(持分所有者)は損失部分を他のプラス の所 得
をもって補填することはできないからである。資本会社のできることは,ただ,損失を繰 り
延ぺたり,繰り戻した りすることだけだからである。これに対して,器官会社制の下では,
ゆ損失
は利益によって即時に補填されるので,流動性の改善と利子収益がもたらされるといわ
倣
れている。
② 器官の担手が個人企業または人的商事会社であるときは,器官会社関係の枠内でおこなわ
㈹Ebd.,S.195,
⑰Ebd,,S、195.
㈱Ebd.,S。195-196.
OgVolkerErhmerichu,JiirgenSonnenschein,Konzernrecht,a.a.O,S173-174.
鋤Wδhe,Gifnter,UberblickfiberdieKonzernbesteuerung,a.a,(),,S196.
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れる器官所得の器官の担手への帰算によって,
{旬法人税は完全に回避される。 というのは,人的企業としての器官の担手には法人税は課せ
られず,その所得には社員のところで,その個人的な状況に応じて,所得税が課せられる
からである。
(b)自己金融用に留保された利益に対する課税は,器官の担手たる社員の個人的な所得税率で
四
お こなわれ るのであって,一 律の法人税率(現 行50%)ではお こなわれない。
㈲ 器官会社が 「免税の収入」(steuerfreieEinnahmen)(例えば,所得税法第3a条による免税の利
子一固定利付の住宅建設債や国債からの利子一,投資助成法第5条第2項およびベル リン開発促進法に
よる投資助成金,ま たは外国での特走の収入)を 得てお り,し か もそれが利益移転契約に 基 づい
て器官の担手に支払われたときは,器 官 の担手が 自らこれ ら免税収入を獲得 した場合 と同様
⑳
に,器 官の担手の ところでの免税が維持 され る。
5.器官会社制の下での課税 とその適用領域
器官会社制は法人税,営 業税 および売上税(付 加価値税)に 関 してのみ税務上の効 果 を 発 揮 す
る。 これ以外の租税 と くに財産税 および資本取引税については,器 官会社制に よる課税は適用 さ
れない。
器官会社関係が承 認される前提 とな る,法 律形態,期 間および組入の三つの メル クマール,す
なわち,器 官会社の器官の担手たる企 業への財務的,経 済的および組織的組入が認め られ る場合,
営業税お よび売上税に関しては,器 官会社制の税務上の効果は 自動 的に生 じる。 ここには,い わ
ば 「取消不能の器官会社制」(unentziehbareOrganschaft)とい うものが存 在す ることにな る。すな
わち,こ こでは,一 定の前提の下で この器官会社関係によってた とえ税務上 の負担増が生 じた
として も,コ ン ツェルンは こうした税務上 の効果を放棄す ることはできないのである。
これに対 して,法 人税については,器 官会社関係を承認す るためのも う一つ の前提 として,利
益移転契約の締結が付け加え られ る。 したが って,こ こでは,た とえ財務的,経 済的および組織
的組入が認め られ るとして も,利 益移転契約を締 結しない ことによって,器 官会社関係を 「回避
す ることがで きる」(vermeidbar)のである。
ところで,器 官会社の器官の担手へ の従属性は,器 官の担手が どのような法律形態を とってい
るかに関わ りな く,器 官の経済財 の器官 の担 手の経営財産への帰属 にはつな が ら ない(財産税法
第12条第1項;ig71年10月8日付連邦財政裁判所判決)。したがって,経 営財産の評価 と財産課税は,
⑳Ebd.,S.19(よ
⑫ηEbd.,S.196.
田 財務的組入が認められ るのは器官会社の議決権の過半数が器官の担手に帰属 している場合であ り,組
織的組入が認められ るのは両企業闘に株式法第291条にい う支配契約が締結 されている場合であ り,ま
た経済的組入が認められるのは器官会社 が,結 果において,器 官の担 手の独立の営業部門または支店 と
同じように経営 され ている場合である。VolkerEmmerichu・JtirgenSonnenschein,Konzernirecht,
a.a.O.,S.33.
⑭W6he,Ganter,UberblicktiberdieKonzernbesteuerung,a.a.O.,S.197.
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双方の企業に対 して,そ れが法律形態に基づいて財産税の納税義務を有す る限 りにおいて,個 別
におこなわれることにな る。それ故,こ こでは,評 価法第2条 にい う経済的一体性 の存在は否定
され ることにな る。財産税に関しては,従 属企業の経済的従属性は重要 ではないのであ る。 した
がって,財 産税に関しては,親 企業 と子企 業 は,依 然 と し て,「独 立の納税主体」(selbstandige
Steuersubjekte)とな るのである。 また,資 本取引税法 も,一 つの器官 関係のなかに含め られ る コ
ンツェルン企業の経済的一体性を認めてお らず,課 税に際しては,こ れ ら企 業 の 「法 的 な 独 立
田性 」(
rechtlicheSelbstfindigkeit)から 出 発 し て い る の で あ る 。
N器 官会社制に関する商法および税法における規定
1.商法典の規定
法人税法では,器官会社と器官の担手との問に器官会社関係が生じるためには,企業がどのよ
うな法律形態で経営されなけれぽならないかとい うことが明確に規定されている。 これに対 し
て,商法典(および株式法)においては,コ ンツェルンに統合される企業の法律形態 に対す る要
件は・必ず しも明確には規定 され ていない。しかし,支 配的な見解に よれば,結 合され る企業の
形態は商法典で規定 された ものか,あ る い は,「有限合資会社」(GmbH&Co.KG)のよ うに,
岡
判決に よって承認 され た法律形態 を とりうるとされてい る。
商法典第290条第1項 によ り,親 企業の統一的指揮の下にある少 くとも1個 の子企業が存在 し
ているときは,コ ンツェルン決算書お よび コンツェルン状況報告書の作成が義務づけ られてい る。
その際,親 企業は,常 に,資 本会社(株 式会社,株式合資会社,有限会社)で なければならない とさ
れている。そして もう一一iつの前提 として要求されているのが,親 企業は子企業に対 し て,第271
条第1項 にい う資本参加を所有 してお り,か つ,国 内に住所を有 している,と い うものである。
こうした商法典に よるコンツェル ン会計に関す る義務づけは,実 際に行使 される統一的指揮に
よって理 由づけられ てい るだけでな く,「支配的影響力 を 行 使 す る潜 在 的 可 能 性」(potentielle
M6glichkeit,einenbeherrschendenEinfluBauszudben)によって も理 由づけ られ てい るのである。 こ
の種の 「支配関係」(C・ntr・1--Verhaltnisse)の内容が第290条第2項 に含め られ てい るの で あ る。
それに よれば,コ ンツ ェルン会計 に関す る義務づけは,国 内に住所 を有す る資本会社に子企業に
おけ る議決権 の過半数(多 数)が 帰属 して い るか,も し くは子企業の管理機関,業 務執行機関 ま
たは監査機関の構成員の過半数(多 数)を 選任 または解任す る権限がそ こに帰属 して い る場合,
しか もそれ ら構成員が同時に当該子企業の社員 とな ってい るか,子 企業 と締結された支配契約に
基づいてか,も し くは,そ れに匹敵す る子企業の定款規定に基づいて,支 配的影響力を行使する
⑳
権限が親企業に帰属している場合に生じるとされているのである。
㈱Ebd.,S.197-19&
㈱Ebd.,S.199.
0ηEbd.,S.199-200.
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2.法人税法の規定
(1)器官会社
商法典 とは違 って,法 人税法は器官会社 と器官の担手が どの よ うな法律形態 で経営 されるかに
ついて明確に規定 している。
法人税法第14条第1項 によ り,器 官会社 とな りうる の は 株 式 会 社 と 「株 式合資会社」(KoM・
manditgesellschaftenaufAktien)だけであ り,ま た,法 人税法第17条第1項 によれ ば,こ れ 以 外
の資本会社,す なわち,有 限会社,「鉱業会社」(bergrechtlicheGewerkschaften)および 「植民地会
社」(Kolonialgesellschaften)も器官会社 となることがで き る。 た だ し,そ の際,法 人税 法第14条
にい う利益移転契約が締結されていることが条件 とな る。 この利益移転契約は,文 書形式で締結
されてお り,社 員の4分 の3の 多数がそれに同意を与えてお り,さ らに株式法第302条の規 定に
したがって,損 失の引受が規定されていなければな らない。なお,任 意積立金 の取崩 しに よる収
益の移転は除外 され る。
(2)器官の担手
器官の担手 となる能力は特定 の法律形態に限定 されない。法人税法第14条は,器 官の担手は国
内の営利企業たる担手であ ること,そ れ故,そ れは 「自ら営利活動を営む」(selbstgewerblicht4・
tig)ものでなければな らない とい うことを要求 してお り,ま た,法 人税準則第48条第1項 に よれ
ば,「営利企業」(eingewerblichesUnternehmen)が存在す るのは,営 業税法第2条 の規 定 に よ る
「営業」(Gewerbebetrieb)?こ関す る次の前提が満 され たときであ る,と され でい る。
(a)「独立性」(Selbst5ndigkeit):その活動が 自己の計算 と責任においてお こなわれ る。
(b)活動 の 「持続性」(Nachhaltigkeit):一定期間,反 復の意図を もっておこなわれ る活動が持
続的な ものとされ る。
(c)「利益獲得の意図」(Gewinnerzielungeabsicht):これは,所 得 税 法 第4条 第1項 に い う
「経営財産」(Betriebsverm6gen)の増加を獲得 しようとす る意図であ る。なお,所 得税法第
4条第1項 は,利 益算定に関して,「経営財産 の比較」(Betriebsverm6gensvergleich)を規定
している。
(d)「一般的な経済取引への参加」(BeteiligungamallgemeinenwirtschaftlichenVerkehr):これ
は経営がその給付を有償 で一般木衆すなわち不特定多数 の者に提供す ることを意味してい
る 。
V器 官会社制と合算方式の税効果
器官の担手が資本会社で,こ の器官の担手 と器官会社とが決算の結果,と もに利益を出したと
きは,双方の企業の法人税の負担は,全体として,合算方式によって算出される負担と比較して,
¢8Ebd.,S.200-201.
四Gewerbesteuer.Handausgabe1989,BearbeitetvonDietmarPauka,Bonn,1990,S.21.;Einkom・
mensteuer,Handausgabe1989,BearbeitetvonRudolfF6rg,Bonn,1990,S,330-334.
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税務上の利益は何ら生じない。器官会社の利益は利益移転契約に基づいて器官の担手に帰算され.
そしてここで法人税が課せられる。 これによって,たしかに,法人税の二度にわたる課税は回避
される。 しかし,これ と同じ結果が,合算方式によっても,それもただ一回の課税によって,得
られるのである。しかし,器官の担手が個人企業または人的商事会社である場合は,器官の抵手
には法人税の支払義務はな くなる。その結果,器官会社の利益の移転は,この移転された利益に
賦課され るはずの法人税の節約をもたらす。とくに,器官の担手の社員個人の所得税負担が法人
税率より低いときは,人 的商事会社に利益を移転することは税務上の利益につながるのである。
もし利益移転がおこなわれなかったとすれば この器官会社は利益に対して50パー セン トの法人税
coを支払わ
なければならないからである。
さらに,器 官会社が損失 をもって決算を終了した ときは,器 官の担手による損失の引受けは器
官 の担手 の利益を減 らし,こ の期のコンツニルンの法人税負担を軽減 させることになる。器官の
担手たる企業のなかに複数 の器官会社が組み込 まれ てい るときは,「所得帰算」(Einkommenszure-
chnung)の方法を通 じて,器 官関係を有す る企業集 団に属しているすべての企業の損益は,器 官
の担手 のところで相殺され ることになる。 そして,こ の結果,「全体 として プラスの成果」(insge-
samteinpositivesErgebnis)が生 じた ときには じめて,そ れに対 して,コ ンツェルン全体におけ る
60
法人税が課せ られ ることにな るのである。
器官会社関係がない場合には,損 失 は当該決算期に先行す る2期 間に,1,000万ドイツ ・マル
クを限度 として,「繰戻す」(Rticktrag)か,あるいはそれがで きない場合には,5年 にわ た っ て
繰延べ られ,こ の間に利益をもって補填され ることになる。
ところで,器 官会社の損失を引受け ることに よって器官の担手の ところで生 じる法人税負担 の
軽減 は,た しかに,将 来の期において,こ れに対応した税 負担の増加を もたらす といわれている。
とい うのは,器 官 の担手に よって補填 された損失は もはや繰延べ られ ることはな くな るので,そ
れを将来 の期間の利益 と相殺する ことはできな くなるか らである。したがって,損 失の引受けに
よっては,最 終 的な税の節約は何 ら生 じないのであって,通 常は,た だ,将 来の期間へ の 「税 の
延期」(Steuerverschiebung)カ9生じるにす ぎない といわれ ているのである。 しかし,一 つ の 経 済
単位 としての コン ツェルンにとっては,こ れは 「流動性の相対的強化」(relativeStarkungderLi-
quiditat)につ なが るのであ る。そ の うえさらに,利 益が将来の数期間にわたって損失 と相殺され
るのではな くて,即 座 に損失 と相殺 され る場合には,現 在における税の支払いが減少す ることの
結果 として,い わば 「利子収益」(ZinsgeWinn)が生じるのである。
器官 の担手が損失を もって決算を終 了し,そ してこの損失が同一期間の器官会社の利益によっ
鋤Wδhe,Gロnter,UberblickロberdieKonzembesteuerung,a,a.0.,S.213.
6DEbd.,S214.
働Baumann,Karl-Hermann,§274HGBSteuerabgrenzung.In:HandbuchderRechnungslegung ,
KomlnentarzurB遥anziemngundPr廿fung,Herausgeber:KarlheinzKOtingu.Claus・PeterWeber.
a.a.O.,S.1053,
㈱W6he,G楓er,UberblickロberdieKonzernbesteuerung,a.a.O,S214.
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て補填されるとするならば,合算方式と比較したときの器官会社制の利点は,合算方式による場
合よりも大きな損失の補填が行われるときにはじめて生じる。合算方式では,親企業はその損失
を,子企業から受取った資本参加利益と相殺することができる。その結果,利益が損失を上回ら
ない限 りにおいて,子企業が支払った法人税は親企業に還付され ることになる。すなわち,子企
業の利益が親企業の損失を超えない限 りにおいて,それは,事実上,こ の期においては課税 され
ないことになるのである。それ故,器官会社制は,器官会社の利益分配(分配にもとなう税負担を
含む)が少 くとも器官の担手の損失を補墳する程度の大きさである場合 には,合算方式と比較し
て,追加的な利点は何 ももたらさないことになる。 このときには,両企業の税務上の結果を合わ
せればゼロとな り,法人税は生じないことになる。器官会社制では利益と損失の相殺によって,
また合算方式では子企業によって支払われた法人税が親企業のところで還付されることによって,
法人税は事実上生じないことになるのである。
倒
この点を例示すれぽ次のようになる。
例:
親企 業は100,000ドイツ ・マル クの損失を もって決算を終 了 し,ま た 子 企 業は100,000ドイ
ツ ・マル クの利益を もって決算を終 了した。
資本参加の割合は100パー セ ン トであ る。
器官の担手の損失が器官の担手に帰属す る資本参加利益(税 債務を含む)よ り大であるときは,
器官会社制 では,器 官会社の利益がすべて器官の担手に移転 され,そ してそ こにおいて,器
官の担手の損失 と相殺 される。 これに対して,合 算方式 では,資 本参加の程度 と子企業の分
配政策に基づいて,親 企業に流れ込んで くる利益部分を もってのみ親企業の損失 と相.$する
ことがで きるにす ぎない。
さらに,器 官会社制 の下では,器 官会社の所得が器官の担手に帰算 され ることの結果 とし
て,「同一期において」(indergleichenPeriode)損失の補填がおこなわれ る一方,合 算 方 式
では,利 益分配は 「次期以降において」(inderfolgendenPeriode)はじめ て,子 企業 の株主
総会に よって決議 され,し か も,場 合に よっては,分 配はそれ よりさらに後の期においてお
こなわれ ることもあ る。 ここに,税 務効果 とい う点からみたときの器官会社制の合算方式に
対す る優位性があ る。
ところで,器 官会社関係 が成立す るための前提が存在 してい るときは,法 人税法第14条にした
が って,器 官会社の所得は器官の担手に帰算 されなければならないことにな ってい る。 これは,
「強行法」(zwingendesRecht)である。 したが って,被 資本参加企業が これから免れ ることができ
るのは,法 人税法上の器官会社関係の前提 としての利益移転契約が破棄 され るか または履行 され
ない場合だけ となる。
ea】Ebd.,S214.
田Ebd.,S.214.税務上の利益計算の詳細については,JochenThiel,Bilanzrecht,4.Aufl・,Heidel・
berg,1990,S.289参照。
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合 算 方 式
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?
?
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?
?
?
?
?
?
親企業 子企業
一100
十64
十36
?
?
?
??
十100
-50
=50
十14
=64
← 」
器 官 会 社 制
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
親企詞 子鎌
一100
十100
?
?
十100
←」
・:蔭震 翻‡欝蝦 赫 議;瓢温 篇蕊識 、縮 法人
税引前利益の36パー セソトになるように軽減措置が講じられている。
器官会社の所得の計算に関しては,原 則的に,法 人税 法(第7条 乃至第10条)および 所 得 税 法
(第4条以下)の 一般規定 が適用される。器官会社関係を有す る企業集団の各構成員が個別に 計算
した所得を器官 の担手 のところで合算する ことによって,課 税対象 となる所得が算出され る。そ
して この所得を基礎にして,器 官 の担手の法律形態に よって法人税 または所得税が課せ られ るこ
とになる。
器官会社はその所得を,法 人税法第i4条第1文 に よ り,そ の器官の担手に帰算 させなけれ ばな
らないので,こ の所得をまずは 「器官会社関係の有無にかかわ りな く」(umabhfingigvomBestehen
derOrganschaft)算出しなければな らない。器官の担手 と器官会 社 は そ れ ぞ れ 「納 税 申 告 書」
(Steuerellklarungen)を提出 し,か つ 「税額査定決定通知書」(Veranlagungsbescheide)を各別に受取
らなければな らない。 しかし,帰 算された所得に対する納税義務を負 うのは,た だ,器 官の担手
だけであ る。器官会社 に よって器官の担手に移転 され る利益は,器 官会社 で は 「営業支出」(Be・
triebsausgabe)として,ま た器官の担手の ところ で は 「営業収入」(Betriebseinnahme)として記帳
され る。したがって,損 失の引受けに際しては,器 官会社では営業収 入として,ま た器官の担手
es
では営業支出として,それぞれ記帳されることになる。
このように器官会社の所得が器官の担手に帰算されることの結果として,器官の担手に帰算さ
れた所得は,器官会社においてではなく,器官の担手のところで課税されることになる。これに
より,分配にともな う税負担は器官会社では生じないことになる。
以上の関係を示したものが上の表である。
Wむ す び
ドイツ税法は,以前から,企業集中にかなりの優遇措置を認めてきた。企業集中に税務上の恩
0θEbd.,SL215,
鋤Ebd.,S.215.
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典 を与ええることに よって,税 法は企業集中を助長 してきた といわれている。 その際のいわばス
ローガンが 「器官会社関係」(Organschaft)または 「器官会社制」であった。それ故,こ の器官会
社関係 とい う概念の意味内容 とそれが果たす役割を明らかにす ることが,ド イツにおけるコンツ
ェルソ会計制度の本質を解明す るうえでの不可欠 の作業 となる。
法人税法が,第14条にみられ るように,こ の器官会社関係の名の下に,コ ン ツェルンを構成す
る企業間での損益の相殺を認めていることは,損 失を 出してい る企業を コンツェルン利益の負担
より,し かしその全体の税負担 とい う点では節約につなが るような形で買収す ることを経済的に
有意味なもの としてい るのであ る。 さらに,そ の買収 した企業が将来再び利益をあげ ることがで
きるよ うになるか,あ るいはその損失が競争を制限す ることにつ なが り,よ り高い収益 が もた ら
され ることにな るとすれぽ,こ うした,器 官会社制に よる税務上の優遇措置は コンツェルソに計
り知れない恩恵をもたらす ことになる。器官会社制度の意義 も,こ の点にあ るといえる。
ドイツ企業会計制度においては,個 別決算の段階においてすで}こ広 い範囲にわた って減免税 が
抽
認め られてい るに もかかわ らず,さ らに,「器官会社 関係」(Organschaft)とい う論理に よ って,
コンツェンル決算書作成過程 においても重ねて税務上 の恩典が与えられているのである。つま り,
ここでは,「二重課税の排除」は,実 質的 ・内容的には,「二重の減免税の容認」 を意味 してお り,
さらにその ような減免税による利益の縮小 とそれに基づいてお こなわれ る配当の 縮 小 に 対 す る
「社会的合意」の形 成が,商 法お よび税法な らびにそれらの規定に基づ いて作成 され るコソツ ェ
ルン決算書を通 じてはか られているのであ る。
ドイツ ・コンツェルン会計制度は,そ うした二重 の意味での減免税 と配当縮小に対す る 「社会
的合意」を形成す るための仕組 であ るといえ る。
(玉990年9'A)
㈱VolkerEmmerichu.JtirgenSonnenschein,Konzernrecht,a.a.().,S.174.なお,企 業 の 競 争 力 の
強 化 を ね ら っ て,こ の よ う な 税 務 上 の 恩 典 を 認 め て い る の は,ド イ ツ だ け に 限 ら れ る もの で は な い。 例
え ば,フ ラ ン ス に も こ う し た 制 度 が み られ る の で あ る 。PatrickSerlooten,Droitfiscaldel'entreprise,
Par輌s,1988.
働 な お,こ の 点 の 詳 細 に つ い て は,拙 著r現 代 会 計 論 』(1988年)第1章 お よ び 第4章 を 参 照 さ れ た い 。
